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43.8 I 40.1 I 335.0 
36 . 1 I 33. 2 ! 348. 9 
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まれていた （Laprensa, 10 <le junio de 197，~）。
( It3 ) Ibid., 27 de mayo de 19n. 
Cit 4〕 Ibid.,10 de junio de 1973. 
U1: 5) 日本経済調賓協議会『アルゼン 7インの外
資政策』 C Ll経調査資料） 1976•下 9へージ。
(it6) 詳しくはきしあたり日本経済調貨協議会
『アルゼンティンの外資一且・・』立参照のこと。
(it 7) Republica Argentina, Poder Ejecutivo 
Nacional, Plan trienal para la reco11strucci611 y 
la liberaci611 nacional 1.97 4 -1977 Huen”角 Aireヘ
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f出所） Instituto Nacional de Estadistica y Cen柏町
Jndice de precios al consumidoηCapital federal, 

































農牧業 7.2 1. 2' 4. 5［自.7i 1.6 
鉱業~－1- Cl O.i{ 8.2 
製造業 i 7 . 2 - :u:-5. o; 1 6 1 . 5 
建 設 業I 12 .1 9 .o卜14.0i
電気・ガ「ス・水道 1 6 . <J! .5. CJ/ 4. 0 4. 3 
犠送・；含窓・通信 1 5.li-4.o:-3.5 4.3! 
金融・保険・不動産 1 6.4; 6.6; 2.6, I 
G D Pi 6.6ー 1.4: 2.8: 1.21 4.6 
（出所） Ministry of Economy, Coordination and 
Economic Planning Secretariat, Economic lnfor・ 
mation on Argentina, No. 67 68 (Dec. 1976-Jan. 
1977), p. 49; The First National Bank of Boston, 
The Situation in J-1宮・antina (Buenos Aires), 
























































































































































































































































































































































193,517 I -16.2 I 一札4
1,307 1 - 2.5 I 24.9 
2,419 1 - 6.7 I 10.1 
2,414 I -o.4 I 一17.5
23,923 / -23.4 I 24.2 
5，回71 一1.0I 3.1 
25,503 I - 6.9 I 3.6 
23,142 i - 4.4 I 0.8 
3,524 -27 .5 I 41.8 
8,234 : 4ク I 4.6 
614 I -11.0 I 22.3 
（出所） TheドirstNational t如 水 ofBoston, The Situation in Argentina, April 4, 1977; Gobierno de la 
Republica Argentina, Ministerio de Economia de la Naci6n, Un d舟ode evoluci6n econ6mica Ar・gentina,






19721 894 I 125 I 519 I 465 I 1削 i13s I 103 
1973 I 316 I 97 I 413 I 361 I 84 I 106 I 551 
19741 95 i 62 157 1 1:.;3 I 77 79 I 289 
197.51 40 I 77; 117 102 I 63. 97 I 262 
191fi i 10s I 200 1 :1附 1 216 I 92 I 221 I 529 
〔Il所） Ministry of Economy, Coordination and 
Economic Planning Secretariat, Eco舟omicIn-
formation on Argentina, No. 67--68 (Dec. 1976 


















































































1974年 I 1975年 I 1916年 j 1977年第1
I I ヤ 1・四半期
:1,930.1 I 2,961.3 I 3,916.0 I 1,250.0 
:3,634.9 , 3,946.5 I 3,033.0 1 ヲ40.0
295.8 I 鈎5.2I 883.0 I 310.0 
148.4 I ーし284.6 I 623 . 8 I 285. 4 
94.7 / - 791.1 i 1,192.41 291.3 
書籍5表輸出入と国際収
（出所） lnstituto Nacional Estadistica y Censos, lntercambio comercial, varios numeros, Gobierno de la 
Republica Argentina, Ministerio de Econom[a de la Naci白n,Un aiio de evoluci6n econ6mica Argentina, 
197lトAbril-1977,Buenos Aires, 1977. 





























































































































































































































541 I :174.2 
（出所） Gobierno de la Republica Argentina, Ministerio de Economla de la Nacion, Statistics, sept. 1976, 
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( /I'I) lnstitulo Nacional de i九tadisti，礼 y仁en,o~ ，
/1cliceι:l,・ j,rffios ,ti omsumidor，ぐaf,italJ('(ler“l、
Buenoメ Aireヘvariosn白meros
(it2) Rep白bli山 Argentina, I九Hier EJecuti、H
Naeional‘ob 日／.， p, ，世4
Cd叩：l) Ibid.、p 129. 










































































































































































































































































（注 1) Go bierno de la Rep白blica Argentina, 
Ministerio de Economia de la Nacion，“Discurso 
del Sr. Presidente de la Republica (30 <le marzo de 
1976），” y“Discuso pronunciado por el cxcclentisimo 
Senor Presidente al pueblo Argentino el 24 de mayo 
de 1976，” Buenos Aires, junio 1976 (mimeo）を参
照のこと。
（説2） ι；obiernode la Republica Argentina, 
Ministerio de Economia de la Naci凸n，“Resumen
de! mensaje pronunciado por el Senor Ministro de 
Economia sobre el programa de recuperaci6n, 
[.'saneamie凶oy expansion de la econom[a Argentina, 
el 2 de abril de 1976," Buenos Aires, junio 1976 
(mimeo）による。







イ，ヅラジノLl司1究を絞て取引された （TheReriew of 


























































































































・四半期まで各－ 4%, -5.2%，ー1.9%,-1.0 
%。、ずれも対前年同期比〕と回復の兆をみせてお







































第1・口Lj一半幅； . [)Lj半均：i• 1~4半期防4 ・凶半期第~－ム半｝羽詰 2 .川三期
財 政 i 111 -~I ;~9 -·~ i ~~··ム2.;r 弘正8 I . :~25.0, -I . 499.7 I 日27.8
財政収入 1 135.2 I 16:l.7 1 24宵.7 I 255.6 , 236.5 I :101.1 
財 政赤字： 584. 2 I 328. 5 i 300. 1 I 269. 4 I 263. 2 I 226 .1 
G D P （季節変動調整済） I 4,538.2 I 4,5:'l0.2 1 4,492.0 ! 4,517.6 ! 4,592.7 , 4,738.6 
GD  Pに占める財政赤字の害J I I I I I 
間帆ゲJ' P'  .2.9 7 .3 I 6 7 1 6 0 ! 5. 7  4.8 
主竺一一一一 一 L －」－－ ~L. 一一一： 」






















（注 1) Ministry of Economy, Coordination and 
Economic Planni叩 Secretar蹴， Eιonomic lnfor・ 
mation on Argentina, No. 67-68 (Dec. 1976-Jan. 
1977), p. 7. 
(112) マルテイネス・デ・オス経済相は軍事政権 1
年目flの経済的成果として21項目を挙げている。詳しく
は Laopinion, 9 de marzo de 1977 i'.参照の二と。
（花：-l) Instituto Nacional de Estadistica y Censos, 
lndfre de precios d 印 nsumidor,Capital feder.品、
junio 1976, p. 756. 
(fr 4) The F店舗tNational Bank of Boston, The 








（注5〕 InstitutoNacional de Est血listicay Censos, 
アルゼンチンにおける経済政策の展関
lndice de p陀 ciosal consumidor, Capital federal, 
octubre 1976, pp. 756, 758から算出。
（注6) 財政赤字幅をGD Pの3%以内に抑えると
いう内容のもの。 1975年には 12.5%であった （La
opinion, 1 de marzo de 1977）。
( l' 7 ) The First National Bank of Boston, The 
Situation in Argentina, June 1, 1977. 
Ci七8〕 Ibid.,March 1, and August 1, 1977. 
（注9) 内訳は IDBの8億反防O万ドノレ，世界銀行1
億1500万ドノレ， IMF3億ドノレ，アメリカ合衆国5億ド
ノL，カナダ66α｝万 ／i’九回 l'fツ9000万ドル，イギり
ス6000万ドル，スカンデ 1 ）・ピア諮問1050万ドル，ベ
ノレキー1600万ドル，スベイン35伺万ドル，オランダ2000
万ドル， 日本7日)0万ドノレである。
むすびにかえて
以上，ぺロニスタ政権と軍事政権とをその経済
政策と政策実施結果との 2側面において比較して
みた。軍事政権についての考察はいまだ中間的な
総括にすぎず，アルゼンチン経済自体も目下流動
的な要因を多分に内包しており，この段構で最終
的な結論を出すのは時期尚早であろう。したがっ
てここでは本論での分析をとおしてアルゼンチン
の経済政策およびその実施過程に関して筆者が気
付いたいくつかの間題点を要約することでむすび
にかえたいと思う。
第1は，経済政策におけるいわゆるリベラリズ
ムとナショナリズムの問題である。戦後アルゼン
チンの政策史研究にはこの両者を対立的に位置づ
ける傾向がかなり強くみられる。たしかに政策立
案レベルにおけるリベラリズムは対外面での外資
規制廃止，為替レートの自由化など，自由開放主
義の方向をめざすものであるが，園内的には政府
による賃金決定にみられるような統制策を含んだ
かっこ付きの「自由主義」である点に着目すべき
であろう。
またペロニズムがその代弁者であるとされてき
2 I 
1977100024.TIF
たナショナリズムの研究においても，従来反帝国
主義あるいは排外資主義に焦点があてられすぎた
ため，経済政策における国家主導の側面の分析が
軽視されてきたように思われる。ベロニスタ政権
の場合，賃金，価格統制に加えて開発計画，流通
部門における国家の役割が大きく位置づけられて
いる。このように経済活動の中に占める政府部門
が拡大されれば，それに応じて政策内容にも国家
の指導性をより強く盛り込まなければならなくな
り，その結果として政権の統治能力も問われるこ
とになるのである。この点においてベロニスタ政
権は一つの欠落を持っていた。というのは，同政
権が経済面での統制，指導性を強めながらも統治
能力を欠いていたため，経済政策の実施過程にお
ける市場の混乱，密貿易，資本の国外逃避などの障
害に対して迅速に対応できず，その結果として経
済政策全体の坐折を招いてしまったからである。
そして経済的混乱はさらに政治的不安，治安の悪
化をもたらすことになった。
それに対して軍事政権の方は，賃金政策を例外
として「経済自由主義J路線を歩み，国家の直接
的経済介入を縮小する方向をRざしているが，政
治面では相当強力な統制を行ない，政党活動の禁
止をはじめ経済政策の実施に障害となる諸要因を
政治的手段で除去しようとしている。このように
ピデラ政権のいう「リベラリズムJは，低賃金を
維持するため賃金面では自由主義に代わって統制
政策を導入し，さらにまた強力な政治統制の断行
により「経済自由主義」の実現を保証しようとい
う側面を持っているのである。
第2は，経済政策におけるイデオロギーと政策
の持続の問閣である。戦後の主要な政権交替はイ
デオ口ギーの転換を伴うかあるいはそれを装うも
のであり，それは当然のこととして経済政策にも
22 
反映し，政策路線の断続を生じさせた。政策転換に
伴う社会的コストは相当なもので，長期的な展望
を持つ経済政策の立案，実施が妨げられてきた。こ
のことは，経済政策論争が政治思想論争に足をす
くわれて自立し難い状況におかれてきたというこ
の匿の実情と深L、かかわりをもつものであろう。
第 3は，政権の支持基盤と政策の優先順位につ
いてである。ベロニスタ政権下ではインフレ抑制
政策において当初分配面を優先する配慮が払われ
たが，軍事政権下では逆にインフレ抑制と生産復
興が優先され，分配面を犠牲にした政策がとられ
ている。パイをまず大きくした後に分配するか，
適正な分配がノtイの拡大につながるのか，これは
I付くから議論の分かれる閉鎖である。インフレ収
束に失敗して坐折したベロニスタ政権に代わって
登場した軍事政権が，分配の問題を後まわしにす
ることによって生ずる国民の不満にどう対処して
いくか，この点が政権存立の一つの鍵を握るもの
となろう。
最後に今回の軍事クーデターとそれ以前の幾度
かにわたるクーヂターの背景をめぐる重要な相違
に言及しておきたい。それは軍事クーデターとぺ
ロニズムとのかかわりについてである。第2次大
戦後のクーギターは常に何らかの形でペロニズム
との深いかかわりを持ってきたのであるが，現在
のベロン党はベロンという党首を失い，軍事政権
に対する影響力を相当程度弱めてしまっている。
ペロンに代わる組織強化の核を求め得なャでL、る
ぺロン党を， Z軍事政権はかつてはどには意識しな
くなっているし，また現状では軍事政権に代わっ
て政権を担当する強力な民間政権をも想定し難
町、こうした背景が軍事政織の存続に対して消極
的かつ間接的な肯定要因として作用することにな
るであろう。 〔調査研究部）
